
京都市看護師修学資金融資要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、保健師、助産師及び看護師（以下「看護職員」という。）の質の向上及び本

市の区域内における医療機関等の看護職員の確保に資するため、本市の区域内における私立大

学に在学する者で、経済的理由により修学困難であると認められる者の修学に要する資金の融

資及び入学一時金の給付に関し、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところ

による。 

⑴ 私立大学 私立学校法第３条に規定する学校法人の設置する学校教育法第１条に規定する

大学 

⑵ 看護職員 保健師助産師看護師法（以下「法」という。）第２条に規定する保健師、法第３

条に規定する助産師及び法第５条に規定する看護師をいう。 

（融資実施機関） 

第３条 融資を実施する機関（以下「融資実施機関」という。）は、本市の区域内に本店又は支店

を有する金融機関で、本市との間に契約又は覚書を締結したものとする。 

（融資の実施） 

第４条 融資は、融資実施機関の責任において、実施するものとする。 

（融資を受ける資格） 

第５条 融資を受けようとする者は、次の各号に掲げる要件を備えていなければならない。 

⑴ 本市の区域内における法第１９条第１号、第２０条第１号若しくは第２１条第１号に規定

する文部科学大臣の指定する私立大学に在学する者であって、当該私立大学から奨学金の給

付又は貸与を受けている者若しくは受ける見込の者であること。 

⑵ 経済的理由により学資の負担が困難な者であること。 

⑶ 学習状態が良好な者であること。 

⑷ 将来本市の区域内における医療機関等において看護職員として就業する意思を有する者で

あること。 

（融資の限度） 

第６条 融資は、４，８００，０００円（１年度につき１，２００，０００円）を限度とする。

ただし、市長が必要があると認めるときはこの限りでない。 

（融資の条件） 

第７条 融資する資金（以下「融資資金」という。）の返済期間は最長２０年とし、うち据置期間

は４年以内かつ在学する私立大学に在学している期間とする。ただし、市長が必要があると認

めるときは、この限りでない。 

２ 融資資金の償還方法は、元利均等月賦償還とする。 

３ 前項の規定にかかわらず、融資を受けた者（以下「被融資者」という。）は、融資実施機関の

承認を得たときは、繰上償還を行うことができる。 

（融資資金の使途） 

第８条 融資資金の使途は、在学する私立大学に納付する資金で、京都市と在学する私立大学の

間で締結する覚書において規定されたものに限る。 



（融資のあっせんの申請） 

第９条 融資のあっせんを受けようとする者は別に定める書類を添えて、在学する私立大学を通

じて、市長に提出しなければならない。 

（経済的要件の基準） 

第１０条 経済的要件の基準については、独立行政法人日本学生支援機構の第一種奨学金におけ

る収入基準等を準用する。 

（審査） 

第１１条 市長は、第９条の規定による申請を受けたときは、速やかに内容を審査し、融資あっ

せんの適否について、融資あっせん適格・不適格通知書（第１号様式）により当該申請をした

者（以下「申請者」という。）に通知する。 

２ 申請者は、市長から融資あっせん適格と認めた旨の通知を受けたときは、融資実施機関が必

要と認める書類を当該融資実施機関に提出しなければならない。 

３ 融資実施機関は、前項の書類の提出を受けたときは、速やかに融資の適格性を審査し、その

適否及び融資金額を決定し、その結果を市長及び申請者に通知しなければならない。 

（資金の融資） 

第１２条 融資実施機関は、前条第３項の規定により適格と認められた者（以下「融資適格者」

という。）との間で金銭消費貸借契約（以下「融資契約」という。）を締結した後、資金を融資

適格者に融資するものとする。 

（融資決定の取消し） 

第１３条 融資実施機関は、融資適格者が次の各号の一に該当するときは、市長と協議のうえ、

融資の決定を取り消すことができる。 

⑴ 虚偽の申請により融資を受けようとしたとき。 

⑵ その他この要綱の規定及び本市と融資実施機関との間で締結した契約又は覚書で規定する

事項に違反したとき。 

（期限の利益の喪失事由と代位弁済） 

第１４条 融資実施機関は、被融資者が次の各号の一に該当するときは、市長と協議のうえ、被

融資者の期限の利益を喪失させ、直ちに債務の全額を弁済させることができる。ただし、被融

資者が直ちに債務の全額を弁済できないときは、本市との間で締結した契約又は覚書に基づき、

当該債務の代位弁済を受けることができる。 

⑴ 虚偽の申請により融資を受けたとき。 

⑵ 償還金及び利息の支払いを怠ったとき。 

⑶ 被融資者の責めに帰すべき事由により、融資実施機関に被融資者の所在が不明になったと

き。 

⑷ 破産手続開始、民事再生手続開始、保全処分、強制執行、滞納処分の申立てがあったとき。 

⑸ 被融資者が死亡したとき。 

⑹ その他この要綱の規定及び本市と融資実施機関との間で締結した契約又は覚書で規定する

事項に違反したとき。 

２ 前項ただし書きの規定により、本市が被融資者の債務を代位弁済したとき、本市は本市と被

融資者との間で締結した保証委託契約に基づき、弁済した額（元金及び利子、延滞に伴う遅延

損害金及び延滞利息を含む）を被融資者及びその連帯保証人に求償できる。 

（融資実施機関の報告） 



第１５条 融資実施機関は、次の各号のいずれかに該当するときは、市長に報告しなければなら

ない。 

⑴ 第７条第３項に規定する繰上償還を承諾したとき。 

⑵ 融資資金の全額が償還されたとき。 

（利子補給金の交付） 

第１６条 市長は、被融資者が融資契約に基づき支払った利子（延滞に伴う遅延損害金及び延滞

利息を除く。以下同じ。）に相当する額について、被融資者に対し、利子補給金として交付する。 

２ 利子補給金の交付の方法は別に定める。 

（返済元金補給金の交付） 

第１７条 市長は、被融資者が私立大学を卒業した後に、看護師又は助産師として地方独立行政

法人京都市立病院機構（以下「機構」という。）に勤務したときは、被融資者が融資実施機関と

の間で締結した融資契約に基づき返済する元金（以下「返済元金」という。）のうち、機構に看

護師又は助産師として継続して勤務している間の返済元金に相当する額について、被融資者に

対し、返済元金補給金として交付する。 

２ 返済元金補給金の交付の方法は別に定める。 

（入学一時金の給付） 

第１８条 市長は、被融資者が所定の条件を満たす場合には、被融資者に対し、入学一時金を給

付する。 

２ 入学一時金の給付の方法は別に定める。 

（令和６年度経済的要件の基準の見直しに伴う特例） 

第１９条 令和５年度以前の被融資者の令和６年度以降の融資に係る第５条第２号に定める要件

の審査に当たり、融資あっせん不適格となる者については、令和５年度の経済的要件の基準に

基づき、再度、審査するものとする。 

（補則） 

第２０条 この要綱の施行に関し必要な事項は、所轄部長が定める。 

 

   附 則 

この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。 

   附 則 

この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和２年１２月２８日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和６年６月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 



第１号様式（第１１条関係）   

 

                                 

適格 

融資あっせん     通知書 

不適格 

 

       様   年 月  日 

 

京都市長        ㊞ 

 

京都市看護師修学資金融資要綱第１１条の規定により通知します。 

融資あっせんの適否 □ 適格   □ 不適格 

融資あっせん金融機関  

融資あっせん適格番号  

融資あっせん金額 

                 

      円 

不適格の理由  

  

注 該当する□には、レ印がしてあります。 

 

 

 

 

ただし、前年度までの借入金 

        円を含む 

この決定に不服があるときは、行政不服審査法の規定により、京都市長に対し、この通知書

を受けた日の翌日から起算して３箇月以内に審査請求を行うことができます。 

また、行政事件訴訟法の規定により、この通知書を受けた日の翌日から起算して６箇月以内

に京都市を被告として、京都地方裁判所に処分の取消しの訴えを提起することもできます（訴

訟において京都市を代表する者は、京都市長となります）。 


